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町会加入促進アクションプラン
（R６～R８）

令和6年9月

大阪市東住吉区役所



第１ アクションプランの位置付けと目標

１ アクションプランの背景と位置付け
・大阪市では、最も身近な地域コミュニティである町会への加入世帯数が減少し続け、加入率の低下に歯止めがか
かっていると言いがたい状況が続いていることから、地域コミュニティの維持・活性化を目的として、令和６年３月に
『大阪市町会加入促進戦略』（以下「戦略」という。）を策定しました。
・一方で、区や地域ごとにその特性が異なることから、具体的な加入促進策については、地域特性に沿った効果的な
手法が求められます。
・そこで、東住吉区役所では、区や地域の現状を把握した上で、優先順位を決めて効果的な施策に取り組むため、「東
住吉区 町会加入促進アクションプラン」（以下「アクションプラン」という。）を策定し、町会等の取組を支援し、町会
等と協働で加入率向上に取り組んでまいります。
・なお今後、戦略が改訂された場合や本市及び当区の地域コミュニティを取り巻く状況に著しい変化が生じた場合は、
必要に応じて適宜アクションプランの内容を見直すこととします。

２ アクションプランの対象期間と目標
（１） 対象期間
令和６年度から令和８年度までの３年間とします。

（２） 目標
令和８年度末の町会加入率（※）を令和５年度末時点よりも向上させることを目標とします。
また、「町会加入世帯の増加数」「世帯増加数」を参考指標として加味した総合判断により評価を行います。
※町会加入率：大阪市地域振興会を通じた組織現況調査結果による加入世帯数（区で把握した地域振興会以外

の町会の加入世帯数も加算）を、国勢調査の世帯数で除して算出
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第２ 町会加入率の状況

①加入世帯数
②世帯数

（国勢調査年）
町会加入率
（①/②）

（参考）市平均
町会加入率

平成31年調査 40,339
57,797
（平成27年）

69.8％ 55.1％

令和２年調査 ３９，４１３
57,797
（平成27年）

68.2％ 54.3％

令和３年調査 38,504
62,025
（令和２年）

62.1％ 48.5％

令和５年調査 ３７，２９２
62,025
（令和２年）

60.1％ 46.4％

・大阪市全区、東住吉区の町会加入率は、平成31年から令和5年までの調査結果によると、ともに低下傾向が続いて
います。
・東住吉区では、令和５年調査結果によると、町会加入世帯数は３７，２９２世帯、町会加入率は60.1％となっており、大
阪市の平均加入率46.4％と比較して高い水準にあります。また、平成31年と令和５年の調査結果を比較すると、町
会加入世帯数は3,047世帯、町会加入率は9.7ポイント減少しています。
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第３ 全区共通取組
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＜意識的な要因＞
・存在の認知や活動の理解度の低下
・金銭面や労力面といった負担感
・地域内のつながりに対する意識の変化等

＜社会環境的な要因＞
・若い世代を中心とする転出入の多さ、マンション等の集合住宅への居住世帯の増加
・地域活動に参加するきっかけとなる子どもの減少
・地域活動へ時間が割けない共働き世帯等の増加、地域と関わる機会の減少
・定年制の延長による地域参加の機会減少等

１．全区における加入率低下の要因として推察される項目（『大阪市町会加入促進戦略』より）



第３ 全区共通取組
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•新たに建築される集合住宅等情報を活用した建築事業者への強力な働きかけ
（大規模建築物事前協議制度や建築物事前公開制度情報の活用）

•集合住宅向け町会加入促進パンフレット等、広報物の配布・提供

•宅建協会や地元不動産業者との連携

•市営住宅への加入勧奨

•区の広報紙を使った情報発信

• ICTを活用した情報配信

•大阪市地域振興会のホームページ等との連携

•町会加入促進チラシ・ポスターの充実

•イベント等での啓発グッズの配布や呼びかけ

• 「転入者パック」への町会加入案内の封入

•児童向け啓発冊子の活用

•加入促進推奨事例の収集・共有

•区社会福祉協議会との連携

•民間企業等との連携

•行政からの依頼事項の総点検

•効率的な町会運営事例の収集・共有

戦略①
集合住宅への働きかけの徹底

建設段階からの働きかけ

既存集合住宅への
働きかけ

戦略②
「町会プロモーション」の徹底

「オール大阪」で取り組む広報

関係機関・企業との連携

戦略③
「次世代型の町会」のモデル
導入と展開の支援

現在の町会の課題解決

２．戦略の３つの柱と具体的な取組
町会加入にかかる課題の解決に向け、戦略の３つの柱を定め、全区において以下の取組を徹底します。



第４ 東住吉区における重点取組
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１．東住吉区における町会加入に係る課題（各地域へのヒアリング、区民アンケートの結果等による）

○町会加入率は低下しているが、地域の助け合いを基盤とした防災活動等や地域活動が多くある。

○町会の存在の認知や活動の理解度の低下、地域内のつながりに対する意識の変化

○若い世代を中心とする転出入の多さ、マンション等の集合住宅への居住世帯の増加

○町会加入にかかるメリットを感じない人が多く、メリットの提示の難しさがある。

○町会加入のきっかけとして、「時間・労力の負担がなければ」「町会に見合うメリットがあれば」「活動
内容がわかれば」「勧誘されれば」と考える人が一定数存在する。

○情報の取得方法に関して、広報紙や回覧板に加え、ＩＣＴ（インターネットやＳＮＳを含む。）の活用が
増加している。

○町会役員の担い手や世代交代で苦慮している地域があり、子育て層を中心とする人たちの加入促進が必要
であると感じられている。



第４ 東住吉区における重点取組

① 集合住宅への働きかけの徹底

（①－１）集合住宅向け加入促進のための行動マニュアルの策定（当区独自取組）
（①ー２）既存集合住宅への働きかけ（全区共通取組）

内
容

（①－１）建築事業者等へのアプローチを行うための行動マニュアルを策定し、町会加入の勧誘を行います。
（①－２）既存の集合住宅に向けてマンション防災やマンションコミュニティの必要性がわかるパンフレットやチラシを作成
し配布します。

区
の
特
性
・
取
組
理
由

区内１４地域に対してヒアリングを行った結果、共通して以下の点に苦慮していることが判明しました。
・マンション等の集合住宅への居住世帯の増加が、町会への加入率の低下の要因の一つとなっている。
・分譲住宅においては、加入率がある程度高い地域もあるが、建築決定当初に調整できていないと、勧誘の難しさや
班長の選定、町会費の徴収等の困難が生じる。
・賃貸住宅においては、加入率が低く、単身向けのマンション等では加入が見込めない。入れ替わりも多いため、情報管理
ができない。
・施工会社と管理会社が異なるケース等、建築事業者へのアプローチの時期がわからない。また、建設計画の情報が得ら
れない。

集合住宅においては、戸建ての住宅に比して、勧誘が難しく、町会加入率が低いことから、これらを改善するため、建築事
業者等へのアプローチのタイミングや方法、工夫点を記載した行動マニュアルを策定します。また、既存の集合住宅に向け
て、パンフレットやチラシを活用して加入の勧誘を行います。

工
程

令和６年度 令和７年度 令和８年度

取
組
①
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集合住宅向けの加入促進のための行動マニュア
ルの策定（区役所）
集合住宅向けのパンフレット等の作成（区役所）

行動マニュアルやパンフレット等の活用、町会加入の勧誘（町会等）
各地域において効果的なアプローチを行えるように、随時、行動マニュアルを修正（区役所）

２．重点取組の概要

（①－１）建築事業者等へのアプローチを行うための行動マニュアルを策定し、町会加入の勧誘を行います。
（①－２）既存の集合住宅に向けてマンション防災やマンションコミュニティの必要性がわかるパンフレットやチラシを作成し配布します。

区内１４地域に対してヒアリングを行った結果、共通して以下の点に苦慮していることが判明しました。

・マンション等の集合住宅への居住世帯の増加が、町会への加入率の低下の要因の一つとなっている。
・分譲住宅においては、加入率がある程度高い地域もあるが、建築決定当初に調整できていないと、勧誘の難しさや 班長の選定、町会費の徴収
等の困難が生じる。
・賃貸住宅においては、加入率が低く、単身向けのマンション等では加入が見込めない。入れ替わりも多いため、情報管理ができない。
・施工会社と管理会社が異なるケース等、建築事業者へのアプローチの時期がわからない。また、建設計画の情報が得られない。

集合住宅においては、戸建ての住宅に比して、勧誘が難しく、町会加入率が低いことから、これらを改善するため、建築事業者等へのアプローチの
タイミングや方法、工夫点を記載した行動マニュアルを策定します。また、既存の集合住宅に向けて、パンフレットやチラシを活用して加入の勧誘を
行います。



戦略② 「町会プロモーション」の強化

（②ー１） 町会加入チラシのリニューアル（当区独自取組）
（②－２） ICTを活用した情報配信及び町会加入のサポート（全区共通取組）

内
容

（②ー１） 町会加入チラシについて、町会の活動や加入のメリットが伝わるような内容にリニューアルを行い、町会加入の
勧誘を行います。
（②－２） 二次元コードを掲載した町会加入チラシ・ポスターを活用し、町会へ容易に橋渡しできる仕組みを構築します。
特に、子育て層を中心とする人たちにとって容易に相談できるように工夫し、加入を促進します。

区
の
特
性
・
取
組
理
由

区内１４地域に対してヒアリングを行った結果、共通して以下の点に苦慮していることが判明しました。
・町会加入にかかるメリットを感じない人が多く、メリットの提示の難しさがある。
・町会活動の効果、町会費の活用による取組等の認知度が低いと感じている地域がある。
・自分の住む場所がどの町会に該当するのか、町会加入の方法や連絡先についてわからないために加入していない人が
一定数存在する。
・担い手の発掘及び幅広い世代の参画の観点から、勧誘の対象を子育て層を中心とする地域が多い。
これらの意見に加え、町会加入チラシに案内ページや連絡先につながる二次元コードを記載することについて、肯定的な
意見が多数ありました。
町会の活動内容や加入のメリットについての理解を促進するため、町会加入チラシをリニューアルします。また、町会加入
の問い合わせを容易にするため、HPや町会加入チラシ・ポスターに二次元コードを活用します。

工
程

令和６年度 令和７年度 令和８年度

取
組
②
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リニューアルした町会加入チラシや二次元コードを掲載した町会加入チラシ・ポスターの活用、町会加入の勧誘（町会等）
事業やイベントにおける二次元コードを掲載した町会加入チラシ・ポスターの活用・周知（区役所）

町会加入チラシのリニューアル（区役所）
HPや町会加入チラシへの二次元コード
の掲載（区役所・町会等）

第４ 東住吉区における重点取組

（②ー１） 町会加入チラシについて、町会の活動や加入のメリットが伝わるような内容にリニューアルを行い、町会加入の勧誘を行います。
（②－２） 二次元コードを掲載した町会加入チラシ・ポスターを活用し、町会へ容易に橋渡しできる仕組みを構築します。特に、子育て層を中心と
する人たちにとって容易に相談できるように工夫し、加入を促進します。

区内１４地域に対してヒアリングを行った結果、共通して以下の点に苦慮していることが判明しました。
・町会加入にかかるメリットを感じない人が多く、メリットの提示の難しさがある。
・町会活動の効果、町会費の活用による取組等の認知度が低いと感じている地域がある。
・自分の住む場所がどの町会に該当するのか、町会加入の方法や連絡先についてわからないために加入していない人が
一定数存在する。
・担い手の発掘及び幅広い世代の参画の観点から、勧誘の対象を子育て層を中心とする地域が多い。

これらの意見に加え、町会加入チラシに案内ページや連絡先につながる二次元コードを記載することについて、肯定的な意見が多数ありました。
町会の活動内容や加入のメリットについての理解を促進するため、町会加入チラシをリニューアルします。また、町会加入の問い合わせを容易にす
るため、HPや町会加入チラシ・ポスターに二次元コードを活用します。
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